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概 要

現代がかかえるエネルギー問題は，莫大かつ増大するエネルギー需要とそれに伴う環境への影響，

化石燃料の枯渇，移動手段のための膨大な消費であり，原子力発電問題だけではない。持続可能な

社会の実現には，提案する自然エネルギーを利用した独立電源によるパーソナルトランスポーター

などの活用によるモーダルシフトが大変有効で，取組まなければならない。本研究では，パーソナ

ルトランスポーターと太陽光発電システムを連動させ，走行試験・理論的解析を通じて得た知見を

まとめた。
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1．は じ め に

3. 11 大震災で浮き彫りになったのが Water (水)，

Energy (エネルギー)，Bread (食料) のいわゆる WEB

枯渇問題である。このうち，エネルギー問題は限りあ

る資源を利用し生活している我々にとって永遠の問題

である。またエネルギー国内自給率 4%と食料の同

40%の 1/10 にも満たず大問題である。

今後，従来の化石燃料や原子力による大規模集中型

の発電システムから，自然エネルギーなどを活用して

小規模に分散した発電システムへの移行が課題となる。

分散型エネルギーとして，個々人・組織がエネルギー

の一部を賄っていき，その管理を担うことを余儀なく

される。そうなれば，当然現状のエネルギー消費につ

いて見直しを図ることも必然である。

David JCMackay が英国での平均的企業人を例に一

人の一日のエネルギー消費を積算している1)。この積

算のユニークな所は電力エネルギーのみに注目するこ

となく，直接消費する化石燃料も含めて議論している

点である。これによれば，電力エネルギーは計 18

kwh/人日で全体の 10% に満たない一方，自動車や輸

送などの移動に伴うエネルギー消費が 40% 以上を占

めこれをどう考えるかが重要なことが分かる。特にオ

イルピークと言われ，数十年先には石油の枯渇が問題

視される現実を考えるとなおさらである。一方，移動

手段の確保は人類にとって重大事であり，これをなお

ざりにはできない。

2．移動手段のパーソナル化

この解決策として，昨今電気自動車に焦点が当てら

れている。電気自動車の燃料効率は，ガソリン自動車

の約 2倍で，エネルギーを無駄なく使う電気自動車は，

排出ガスのないクリーンな乗り物である。しかし普及

という面においては，まだまだ進んでいるとは言えな

い状況である。

人の輸送にかかる CO2 の排出量を比較すると，乗

用車の環境への負荷は，図 1のように鉄道の約 5倍で

ある2)。従って，モーダルシフトと言えば自動車から

鉄道へのシフトが言われてきた。しかし，鉄道での乗

り換えにおけるシームレス化が十分でなく，それほど

の支持・浸透を得ていない。1 人の人間を運ぶのに，

1〜2 トンもの重量のある自動車を動かすのは世界が

称賛する日本の精神「もったいない」に反する。

マイクロ EV (図 2) にサイクルコンピューター等

の軽量かつコンパクトなセンサー (GPS，画像，速度，

距離，高度，温度等) の装備を行う。さらに，データ
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ロガーを搭載し，バッテリー電圧 (±60V)，電流

(±40A)，温度数点を最小 10 ms 周期にて集録する。

図 3は大学周辺を走行したデータの一例である。

図 4に示した，空気抵抗，ころがり抵抗，加速抵抗，

勾配抵抗を①〜④式と表 1の諸元値を用いて計算を行

い，理論消費電力量を⑤式で求め，図 3の試験結果と

比較，勾配 θをパラメータとして図 5に示す。

空気抵抗の式 Ra=1/2・ρ・Cd・A・V2 …①

Ra ：空気抵抗 [N]

ρ ：空気の密度 [kg/m3]

Cd ：空気抵抗係数 (無次元)

A ：車両前面投影面積 [m2]

V ：車両走行速度 (相対流速)[m/s]

ころがり抵抗の式 Rr=μMg・cosθ …②

Rr ：ころがり抵抗 [N]

μ ：ころがり抵抗係数 (無次元)

M ：車両総質量 [kg]

g ：重力加速度 [m/s2]

θ ：坂路勾配 [rad]

加速抵抗の式 Rc=(M+Mi)a …③

Rc ：加速抵抗 [N]

a ：加速度 [m/s2]

Mi ：駆動機構の回転部分の等価慣性質量 [kg]

勾配抵抗の式 Re=Mg・sinθ …④

Re ：勾配抵抗 [N]

θ ：坂路勾配 [rad]

理論消費電力量の式

w=(Ra+Rr+Rc+Re)・V …⑤

w ：理論消費電力量 (w)

マイクロ EVでは，バッテリーと駆動モーター間に

電力変換装置が存在し，低回転数域では，電力変換効

率が悪化する。低回転数域での電力変換効率を考慮す

ると理論値と実験値は 5%以内の誤差内で一致する。

①〜⑤式を用いて，種々の感度計算を実施した。こ

学会誌「EICA」第 18 巻 第 2・3合併号（2013） 79



の時，各諸元値は表 1の数値を基準に，種々変化させ

た。図 6に示すように，定速 20 km/h で定速走行を

行なった場合，重量が増すに連れて航続距離が短く

なっていくことが分かる。今後のパーソナルトランス

ポーター実用化を考えればパーソナルトランスポー

ターの重量を少しでも軽量化し，航続距離を伸ばして

いく必要がある。またマイクロ EVに現在搭載してい

る鉛バッテリーからリチウムイオンバッテリー等に換

装を行なった場合，マイクロ EVの軽量化と大容量化

で航続距離が約 2.5 倍延伸する。

図 7に示すように，勾配が大きくなると極端に航続

距離が短くなることが分かる。それに比べて平地 (勾

配 5%未満) での航続距離は格段に伸びている。この

ことから，平地での利活用を推進することがパーソナ

ルトランスポーターにおける航続距離問題の改善に繋

がると言える。

3．自然エネルギーによる電動化

太陽光発電による独立電源システム (図 8) は，部

品点数が少ない，発電機などの可動部分がない，独立

電源システムとして小規模であっても効率低下しない，

太陽光発電出力の不安定さはバッテリーで平滑化でき

る，直結可能なバッテリーを用いて変換レスにできれ

ば効率向上も期待でき，太陽光発電パネルの効率改善

と併せて，より少ない面積で充電可能となる。太陽光

発電と連動させたパーソナルトランスポーターのよう

に，分散型エネルギーによる移動手段を考えることは，

コンピュータや電話がパーソナル化に向かって社会に

定着した事実と方向性は一致しており，冒頭述べた

WEB枯渇問題解決の一つの方法と言える。

風力発電等の自然エネルギーによる発電システムは

設置するのに膨大な費用・時間を費やしてしまうため

個人で設置するのは非現実的である。それに比べ太陽

光発電の設置は安価とまではいかないが，他の自然エ

ネルギー活用システムに比べ小規模設置による低廉化

が可能であり，現実的であると言える。

一方，太陽光発電ですべてを賄うとすると，大規模

な場所の確保が必要となる。また，太陽光発電には太

陽の光が必須である。しかし，日本には四季がある。

つまり季節によって日照時間が違うこと，曇りや雨・

雪といった天候の影響を極端に受けてしまうのが課題

である。
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仙台市の年間平均日照時間の年合計は『1796』時間

となっており，各月の内訳は表 2のようになっている。

全データより各月の平均日照時間は約 150 時間 (5 時

間/日) である。この平均よりも日照時間が多いのは

4 か月。つまり年間の 3 分の 1 ということになる。6

月末から 7月中旬頃には，宮城県は雨季となるため日

照時間が少ない。

実際に天候によってバッテリー充電量どれほどの違

いが出るのか実験を行った。

実験条件：13 : 30, 14 : 30, 15 : 30 の 1 日 3 回測定を

行った (10 月 24〜1 月 17 日測定)。

今回の実験から得られたことは，1 m2 の太陽光パ

ネルでマイクロEVは，晴れ (仙台市：223 日/年) で

あれば平均的に毎日 15 km 程度稼働させることがで

きるが，曇り・雨・雪であれば，一日に 2〜3 km 程

度しか稼働できない。したがって，実用的に一日に

40〜50 km の稼働を考えると，3〜4 m2 程度の太陽光

パネルが必要となる。また今回実験で使用した独立電

源システムは移動が容易であり，向きもすぐに変えら

れるため，太陽光さえあれば常に充電することができ

る。そのため緊急時に有効に活用できると考えられる。

4．ま と め

エネルギー問題は，莫大かつ増大する需要とそれに

伴う環境への影響，化石燃料の枯渇，移動での膨大な

消費であり，原子力発電問題だけではない。持続可能

な社会の実現には，例えば独立電源を活用したパーソ

ナルトランスポーターによるモーダルシフトが大変有

効で，取組まなければならない。これを支えるバッテ

リー技術の革新がこれからのエネルギー社会の大きな

鍵である。

今後，「省」・「蓄」・「創」エネルギーに注力し，化

石燃料や原子力から，自然エネルギーへのスマートな

移行は，東日本大震災を経験した我々が，これから世

界へ発信していくべき重大なテーマである4)。
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